
Part２ 衆議院法制局での立案過程
・立案業務の過程

・近年の立案実績
・立案を支える組織



法制局における立案業務の過程（概観）

衆議院法制局と議員（秘書）・政党の共同作業

Step 3
条文化作業

確立された立法慣行
（＝立法技術）
正確・簡潔・平易に
起案

Step 2
法制度化の検討

政策合理性の検討
法的整合性の検討

Step 1
立案依頼

議員（秘書）・政党からの依頼
依頼内容の確認

○政策目的の明確化
○政策内容の具体化

議員の政党内での仕事
（法制局のお手伝い）

法
案
完
成

Step 4 
党内手続

説明資料の作成
説明の補佐

Step 5 
国会審議

答弁資料の作成
答弁の補佐

8

政策構想の段階から法案の成立に至るまで、トータルでサポート
する。

国会審議での仕事
（法制局のお手伝い）

提

出

成

立



Step 1 立案依頼 Step 2 Step 3 Step 5 Step 4 

依頼の目的・具体的な内容を確認打合せに備え、基本的な調査を行う

内部では… 議員と打合せ

STEP1 立案依頼

9

議員がその政策で実現したいことを理解し、適切な助言をするに
は、日頃の勉強とコミュニケーション能力が大切。

○○について新たに規制を設けたいと思っているので打合せをしたいのだが…

なぜ規制が必要なのですか？

○○のせいで…という問題が起きている。

Ａ法での取締り事例があるようです。

Ａ法で対応できないケースはないか、
調べてほしい。それ以外の論点につ
いても整理をお願いしたい。

調査事項(例)
現在の問題状況は？
現行法による対応事
例はないか？
○○の規制がされてこ
なかった理由は？
（改正案の依頼の場合）
現行法の内容は？
（修正案の依頼の場合）
修正する法案の内容
は？



STEP２ 法制度化の検討

Step 1 Step 2 法制度化の検討 Step 3 Step 5 Step 4 

1
0

内部での調査と検討、議員との議論を繰り返し、イメージレベル
のものを法制度に練り上げる。

調査

現行法の調査

実態の調査

打合せ 検討

政省令の内容や解説書
などを確認

関係省庁等に運用実態を聴取
関連団体の声明や報道を確認

そこは政策判断だ。
次の打合せで議員に
ご判断いただこう。

調査によると・・・の
ケースは、A法でカ
バーできないようだ。

調査結果等を
踏まえ議論

〇〇には、Bの場合とCの場合がある
ようだ。両方とも規制するのだろうか。

上下の別なく、若
手も積極的に意見

論点ペーパーなどを持
参し、詳細を詰めていく

××については、・・・
について調べてもらっ
てから考えたい。

再度、調査と検討を求め
られることも少なくない。



STEP３ 条文化作業

Step 1 Step 2 Step 3 条文化作業 Step 5 Step 4 

1
1

正確かつ簡潔に、そして分かりやすいように、複数の眼から条文
をチェックしつつ、書いていく。

調査事項(例)
立法例は？
（改正案の場合）あわせ
て一緒に改正すべき
法律はないか？

調査

課レベルの検討

この表現では誤
読のおそれがあ
るのでは？ちょっと分かりに

くい表現では？

Ｃ法の改正も
必要では？

局内審査

部長審査 次長審査 局長審査

若手も含め立案
担当がそろって
審査を受ける

ここでも若手が意見を述べ
ることは当然ある

・・・とは、何を想定
しているの？

・・・です！



STEP４ 党内手続

Step 1 Step 2 Step 3 Step 5Step 4 党内手続

1
2

法案が提出できるかどうかを左右する重要局面でも議員による説
明をサポートする。党内調整の結果、法案を直すこともある。

この部分は、・・・
というふうにする
べきだ！

ここで出た意見に応じ手直しもあ
りうる
その場合、直す部分はＳｔｅｐ２か
らやり直すことも・・・

党内会議に陪席し、議員の説明を補佐

関係議員に法案についてレク
そのほか、関係議員一人ひとりに
法案資料を届けるなど、丁寧な対
応が肝要



質問通告 答弁案作成

STEP５ 国会審議

Step 1 Step 2 Step 3 Step 5 国会審議Step 4

1
3

国会審議の際も、提出者による答弁を補佐する。限られた時間の
中での作業に集中して取り組む。

趣旨を確認 答弁者打合せ

質問者に直に聞いたり、
電話で確認したり様々

これまでの検討
が生きてくる

ここで答弁内容が変更
されることも当然ある

質問内容については、事
前に知らされる

FAXで来る
ことが多い

質問の趣旨を明確化

手分けをしてとにかく書く！

答弁内容について答弁者
に確認いただく

・・・の点をもっ
と強調して！

こうした準備の末、当日を迎える

法 制 局
答 弁 者

法 制 局



1
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若手の役割

衆議院法制局は小さな組織。
そのため、若手であっても多岐に渡る役割を担う。

理事会対応資料印刷・搬入

諸々の調査 資料のたたき台作成

議論に参加・意見する打合せ・会合への出席

自分が印刷した法案が
そのまま提出されること
もある！

理事会では、委員会の審議
日程・内容等を議員が協議

所管の委員会の動向を把握
するため、情報収集！

調査結果はコピーして共有！

関連する報道を探す

解説書や判例を探す

立法例を探す

Step 1

Step 2

Step 3

Step 2

Step 3

Step 5

入局直後でも、上司・先輩とと
もに、打合せに行くことも多い

メモをとりながら議論の内容
を整理、考えをまとめる

論点ペーパー

条文・関連資料

答弁案

例えばこんな資料

各自がアイデアを出し合って
議論
しっかり調べ、しっかり考えら
れた意見はお互いに尊重
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近年の議員立法（衆法）の例

そのほか、少子化社会対策基本法（平成15年）、児童虐待防止法（平成12年）、

ＮＰＯ法（平成10年）、臓器移植法（平成9年）なども衆法 ※法律名は略称・通称を含む。

• ハンセン病元患者家族補償金支給法（令和元年）

• 動物愛護法改正〔マイクロチップ装着義務化等〕

（令和元年）

• 食品ロス削減推進法（令和元年）

• 旧優生保護法一時金支給法（平成31年）

• チケット不正転売禁止法（平成30年）

• 政治分野における男女共同参画の推進に

関する法律（平成30年）

• ギャンブル等依存症対策基本法（平成30年）

• 休眠預金等活用法（平成28年）

• 国会周辺地域ドローン飛行禁止法（平成28年）

• 公職選挙法改正〔18歳選挙権〕（平成27年）

• 祝日法改正〔「山の日」新設〕（平成26年）

• 児童ポルノ禁止法改正〔単純所持罪創設〕

（平成26年）

• 過労死等防止対策推進法（平成26年）

• 「リベンジポルノ」被害防止法（平成26年）

• 空家等対策推進特別措置法（平成26年）

• 公職選挙法改正〔ネット選挙運動〕（平成25年）

• 子どもの貧困対策推進法（平成25年）、同改正（令和元年）

• いじめ防止対策推進法（平成25年）

• 国土強靱化基本法（平成25年）

• 特定秘密保護法修正（平成25年）

• 社会保障制度改革推進法（平成24年）

• 「大阪都構想」法（平成24年）

• 東日本大震災復興基本法（平成23年）

• スポーツ基本法（平成23年）

• 障害者虐待防止法（平成23年）

• 原発事故調査委員会設置法（平成23年）

• オウム被害者給付金支給法（平成20年）

• Ｃ型肝炎救済特別措置法（平成20年）

• 日本国憲法の改正手続に関する法律（平成19年）
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過去５年間の立法の実績（平成27年～令和元年）

衆法 参法 閣法

提出件数（Ａ）

（１年当たり）

成立件数（Ｂ）

（１年当たり）

成立率（Ｂ／Ａ）

（％）
35.1 97.3

91
(18)

22
(4)

365
(73)

5.1

375
(75)

430
(86)

259
(52)

※ 参法の提出件数については、平成28年からは、維新の「１００本プロジェク

ト」により、著しい増加傾向にある。（上記期間内の同プロジェクトによる提
出件数は、346本である。）

３分の１以上が成立！

提出件数は閣法の
７割弱！
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組織の概要

企画調整課

基本法制課

総務課 （秘書事務並びに人事、予算及び会計、福利及び厚生その他局内の庶務に関する事務）

調査課

法
制
企
画
調
整
部

第一課 （内閣、安全保障、沖縄及び北方問題、消費者）

第二課 （総務、地方創生）

第
一
部

第二課

第
二
部

第一課 （法務）

（財務金融、予算）

第
三
部

第一課

第二課

（外務、文部科学、科学技術）

（経済産業、環境、原子力、TPP）

第
四
部

第一課

第二課

（農林水産）

（国土交通、災害対策）

第
五
部

第一課

第二課

（厚生労働のうち労働）

（厚生労働のうち厚生）

法制主幹 （重要な法律問題に関する事務）

法
制
局
長
法
制
次
長

衆
議
院
議
長

監
督

行政監視に係る法制に関する事務に係る企画調整の事務、決算行政監視、議院運営、
懲罰、拉致問題、震災復興、情報監視審査会、法制に関する予備的調査の事務、他の
部課の所掌に属しない事務

憲法及び国家の基本政策に係る法制に関する事務に係る企画調整の事務、政治倫理・
選挙、国家基本政策、憲法

立法例の調査、法令台帳の整備その他法制に関する資料の収集、整理及び調製に関する事務、
情報の電子計算機による処理に関する事務

定員８４名
（うち、立案担当は７０名弱）

課ごとに、一定の政策分野（委員会）を
担当

⇒ 各課は、課長以下５～６名の少人数で
各分野の立案業務を担う

２～３年程度で異動し、
様々な分野を経験

※ 課名の後ろの（ ）内は
所管分野又は事務


